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電気自動車（EV）への非接触充電を実現するにあたって，EV側の受電装置と地上の送電装置間の位置精度を緩和するため
に送電距離を延ばすことや受電装置の軽量化が望まれる。
東芝はこれらのニーズに応えるため，kW級ワイヤレス電力伝送システムのプロトタイプを開発した。このプロトタイプでは，

電磁誘導方式に比べ送電距離の拡大に向く磁界共振方式を採用するとともに，受電コイルの軽量化と電力伝送の高効率化の
観点からソレノイド型コイルを採用した。また，無線通信を介した充電制御手順を確立し，伝送周波数120 kHzの定電流充電
モードとした。プロトタイプを評価した結果，200 mm以上の送電距離で，効率83.2 %の1 kW電力伝送を達成した。

In order to apply wireless power transfer/transmission systems to battery chargers for electric vehicles (EVs), it is necessary to increase the 
power transfer distance of the system and to reduce the weight of the power receiver installed in the EVs so as to respectively ease the requirement 
for a precise parking position when charging the vehicle and enhance the driving distance per charge.

Toshiba has been developing a kilowatt-class wireless power transfer/transmission system for contactless EV charging using a magnetic 
resonance technology to realize long-distance power transfer and a solenoid coil to realize light weight and high power-transfer efficiency. 
Experiments on a prototype wireless power transfer/transmission system, which operates in constant-current mode, have confirmed that it achieves 
a power transfer of 1 kW with an efficiency of 83.2% at a transfer frequency of 120 kHz and a transfer distance of more than 200 mm. 

1　まえがき

非接触で電力供給を可能にする技術として，隣接する二つ
のコイルの一方に電流を流しエネルギーを磁界に変換してから
もう一方のコイルに起電力を発生させる電磁誘導方式と，電流
を電磁波に変換しアンテナを経由してエネルギーを伝送する
電波方式がある。前者は大電力を扱う場合に適しているが，
送電距離が一般に短い。後者は送電距離が長いが，伝送方
向の制御が難しく伝送効率も低い。
これに対し，2007年にマサチューセッツ工科大学（MIT）

が実用化の可能性を示した磁界共振方式がある。MITの実
験ではコイル間距離1 mでコイル間効率90 %，2 mでコイル間
効率45 %を実現し，2 m先の電球を点灯することに成功した。
この実験により送電距離を確保しながら家電製品相当への非
接触充電が実現できることが一般に認知されるようになった。
今やその応用先は，数Wから数百Wの家電製品だけでな

く， 図1に示すようなEVや電気バスなどのkWを超す非接触
充電にも向けられている。これは，EVを接触式充電器で充
電する場合に充電ケーブルの装着脱に手間がかかるなど，利
便性の問題を非接触充電により解消できることが理由に挙げ
られる。更に，磁界共振の特徴である送電距離が長いことに
より，EVの停車位置ずれが許容できるという理由もある。
そこで東芝は，EVへの非接触充電を目指して，磁界共振方
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式を採用するとともに，EV側受電装置の軽量化を図ったkW
級ワイヤレス電力伝送システムのプロトタイプを開発した。こ
こでは，磁界共振方式の電力伝送技術，コイルを含む共振子
の設計技術，及び電力伝送を実施するうえでの通信技術につ
いて述べるとともに，試作したプロトタイプについても述べる。

2　磁界共振方式による電力伝送

電磁誘導方式と磁界共振方式を対比させて伝送特性を説
明する。図1に示したように，EV非接触充電システムでは送
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図1．ＥＶ非接触充電システムの例̶一般家庭では，家庭用コンセント
から充電スタンドに電力を取り込んで，送電パッドから受電パッドに送電
することで，EVを充電できる。
Typical contactless EV charging system
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電パッド内のコイルから受電パッド内のコイルへ送電する。受
電装置と充電池を負荷抵抗Rとし，充電スタンド内のPFC
（力率改善）回路，昇圧器，及びインバータを含め送電側をAC
（交流）電源Vinとして簡略化した，電磁誘導方式の構成とそ
の等価回路を図2に示す。ここで，kは結合係数，Lはコイル
のインダクタンスである。
等価回路の－kLとkLによるT型回路はインピーダンス逆数
回路であり，それより右のLR直列インピーダンスの逆数に
（kωL）2を乗算したインピーダンスとなる。ここでωは送電角
周波数である。Vinから負荷側をみたインピーダンスZin1は，
式⑴で表される。

Zin1= ⑴　（k2－1）ω2L2＋jωLR
R＋jωL

密結合となる条件k=1の場合，RとLの並列回路となり，R
をωLに比べ小さくするとほぼ純抵抗になり，力率は1に近似
できる。このため，受電電力に相当する送電装置を用意すれ
ばよい。しかし，例えばk≪1とした場合，つまり送電距離を
長くした場合，力率は0に近くなり無効電力が増大するため，
送電装置の出力電圧及び電流を大幅に大きいものにする必要
がある。視点を変えれば，受電電力相当の送電装置を用意す
ると送電距離が短くなる，と解釈できる。
磁界共振方式は，図2のコイルLとωで共振するキャパシタ

Cを直列に接続する。磁界共振方式には直列や並列などのバ
リエーションがあるが，ここでは直列接続を前提に述べる。磁
界共振方式の構成及び等価回路を図3に示す。共振によりC
とLの直列回路は抵抗0 Ωとなり，電源Vinから負荷側をみた
インピーダンスZin2は，式⑵で表される。

Zin2=
k2ω2L2

R ⑵　

これは，kの大きさによらず常に純抵抗となり，したがって，
力率は共振条件が成り立てば常に1であり，受電出力相当の
送電装置を用意すれば電力を伝送できる。
効率ηは負荷R=kωLの場合に最大となり，近似的に式⑶
で表される。

ηmax=1－2/（kQ） ⑶　
　Q：共振子のクオリティファクタ（注1）

このとき，出力電力はVin2/R（=Vin2/kωL）となる。kW級
の電力を伝送する場合，効率が下がると装置が高温になり装
置故障を招くので伝送効率を高くする必要がある。式⑶から
高効率伝送を実現するには，例えば寄生抵抗を下げて共振器
のQを高くすること，あるいはkを高くすることが必要である。
一方で，効率が最大になるように負荷を調整して電力伝送を行
うことが必要になる。

3　共振子の設計

コイルはスパイラル型とソレノイド型の2種類が主流であり，
多くの研究機関で実用性が論じられている。ソレノイド型コイ
ルは同じ面積のスパイラル型コイルに比べてkが高いので，こ
こではソレノイド型コイルについて議論する。EV向けkW級
送電を想定したコイルを製造するにあたり，車載側受電コイル
の軽量化，高効率を実現する高Q化，及び送電距離の拡大や
高効率化に寄与する高k化の技術が重要になる。ここではソ
レノイド型コイルについてこれらの観点から述べる。
コイルの外観を図4⒜に示す。コイルの装着用金属ケース
は，受電コイルの場合，車体側に配置する。この配置は，対面
する送電コイルと反対側に生成される漏れ磁束を遮断するた
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図2．電磁誘導による電力伝送̶電磁誘導による電力伝送の等価回路
は，k，L，及びRで表せる。
Power transfer using electromagnetic induction technology
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図3．磁界共振による電力伝送̶磁界共振による電力伝送の等価回路
は，k，L，C，及びRで表せる。
Power transfer using magnetic resonance technology

（注1） 振動の効率を表す指標で，1周期当たりの蓄積エネルギーを消失エ
ネルギーで割ったもの。Qが高いほど振動は安定する。
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め，kを高める。コイルの導線は，高Q化の観点から材料は銅
とし，リッツ線を用いる。コイルのインダクタンスとkを大きくす
るには磁性体コアが使われ，100 kHz帯では抵抗率が比較的
高いMn-Zn（マンガン－亜鉛）系フェライトを用いる。フェライ
トを用いると鉄損が発生するが，インダクタンスの増加が大き
いので高Q化につながる。一方，フェライトの質量が増加する
ため，高Q化と軽量化はトレードオフの関係となる。フェライ
ト配置とコイル特性の関係について，同じ形状の3種類のコイ
ルを比較して図4⒝に示す。フェライトを全面配置にすると鉄
損は小さいが質量は大きい。フェライトを巻線と直交する両端
にだけ配置すると磁束が集中するため鉄損は大きくなるが軽
量化になる。フェライトを巻線下に一部追加すると鉄損は小さ
くなり，質量の増加も削減できる。当社は軽量化と高Q化を
実現する手法として，このフェライト配置方法を提案した⑴。
提案したコイルを送受電コイルに用いた場合のkと送受電コ

イル間距離の関係を測定した結果を図5に示す。kは式⑷で
表される。

k=  1－Lshort /Lopen ⑷　

Lshort：2 次側コイルを短絡したときの1次側から
 みたインダクタンス
Lopen：2 次側コイルを開放したときの1次側から
 みたインダクタンス

ここではEVへの充電を目標にしているため，送受電コイル
間距離は最大で約200 mmを想定している。この条件下では
提案したコイルはkが約0.1以上となる。このkでは目標効率

に達しない場合，式⑶からわかるように，更にk又はQを増加
させる必要がある。

4　ワイヤレス電力伝送システムの伝送制御手順

EVへ非接触充電を行うには，車外に配置された送電装置
と車載の受電装置間で無線通信を用いた情報のやり取りが必
要になる。このため，送受電装置それぞれに制御装置及び無
線装置を用意する。ワイヤレス電力伝送の開始から終了まで
の送受電装置の状態遷移を図6に示す。
状態遷移は通信確立前，通信システム認証，及び通信確立
後に大きく分けられる。通信確立前は送受電制御装置及び無
線装置の電源オフの状態と電源オンの状態があり，後者では
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図5．送受電コイル間距離とkの関係 ̶送受電コイル間距離が大きく
なるとkは小さくなる。提案したコイルの場合，送受電コイル間距離が
200 mmでkは約0.1となる。
Relationship between coupling coefficient and distance between power 
transfer and receiving coils
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図6．ワイヤレス電力伝送システムの状態遷移̶通信確立前，通信シス
テム認証，及び通信確立後の３状態に大別される。
State transition diagram of wireless power transfer/transmission system

金属ケース
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たとき，提案のコア配置は他の配置より鉄損と質量のバランスが良い。
Relationship between locations of ferrite cores and coil characteristics
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通信要求時の挙動や転送レートなど，通信に必要な初期設定
が行われる。通信システム認証により通信が確立されると，
送受電装置ID（識別情報）などの認証を行い，送受電スタン
バイ状態に入る。送受電スタンバイでは送受電開始に必要な
情報，例えば充電池の充電状態や負荷電流値が収集される。
後者は定電流（CC）充電を想定したシステムによるものであ
る。ユーザーから送電開始指示があると送電中の状態に入
る。充電池の充電状態は監視されており，満充電の状態にな
ると非接触充電を終了する。

5　1 kWワイヤレス電力伝送システムの試作と評価

5.1　プロトタイプの目標仕様
EVの普通充電は3 kWであるが，今回の試作は動作検証

を兼ねたプロトタイプであり，目標の伝送電力を1 kWとした。
1 kWワイヤレス電力伝送システムのプロトタイプとしての目標
仕様を表1に示す。既存のEVの地上高は160 mm程度であ
ることから，送受電コイル間ギャップを70 ～ 210 mmとした。
試作したコイルを想定するとk換算では0.1～ 0.35である。送
電側から受電側までの効率は85 %以上とした。充電方法は
CC充電とし，満充電近くで定電圧（CV）充電は行わないもの
とする。また，標準化団体で議論されている周波数帯を考慮
して，送電周波数を120 kHzとした。
5.2　プロトタイプのシステム構成
試作したプロトタイプの構成を図7に示す。送電側のDC

（直流）電源は，家庭用電源からインバータへ与える電圧に変
換する，PFC回路と昇圧器を模擬したものである。制御回路
により送電周波数120 kHzのゲート信号がインバータに与え
られ，インバータから120 kHzのAC電力が共振子へ入力さ
れる。受電側共振子で受信した電力は整流器で整流される。
整流器の後に，電子負荷装置を接続している。電子負荷装
置は昇降圧器と充電池に相当する。目標仕様で述べた効率
は，図7においてDC電源から電子負荷装置までの効率と定
義する。
プロトタイプのインバータと整流器の回路を図8に示す。

インバータはフルブリッジ構成で，トランジスタ素子は耐圧
1,200 V，電流容量30 AのSiC（炭化ケイ素）-JFET（接合型電
界効果トランジスタ）を使用し，ダイオード素子は耐圧1,200 V，

表1．1 kWワイヤレス電力伝送システムの目標仕様
Target specifications of prototype 1 kW wireless power transfer/transmis-
sion system

項　目 仕　様

送受電コイル間距離 70～210 mm

伝送電力 1 kW

充電制御 CC充電

効率 85 %以上

送電周波数 120 kHz

I1 I2 I3 I4

送電装置

1ｋW送電

f =120 kHz

受電装置

DC電源

制御回路 無線器

インバータ 整流器

無線器 制御回路

電子負荷
装置

共振子 共振子

図7．プロトタイプのシステム構成̶電力伝送の周波数は120 kHzとし，送受電装置の制御回路は無線器を用いて通信する。
Configuration of prototype 1 kW wireless power transfer/transmission system
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⒝ブリッジ型全波整流回路

図8．インバータと整流器の回路 ̶インバータ及び整流回路のトランジ
スタとダイオードは低損失化に向くSiCを用いた。
Configurations of inverter and rectifier circuits
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電流容量15 AのSiC-SBD（ショットキーバリアダイオード）を
使用した。整流器はブリッジ型全波整流構成で，ダイオード
素子はインバータと同じ製品を使用した。
5.3　プロトタイプの評価
プロトタイプの送受電装置間の通信にBluetooth® （注2）を使

用してワイヤレス電力伝送システムを評価した。送受電装置の
電源を投入後，送受電装置及びBluetooth®の初期設定を行
い，通信を確立して，認証をとった後，充電を開始する。送受
電コイル間距離は210 mmとした。充電対象の充電池を模擬
するため，負荷抵抗を10 Ωから17 Ωまで時間とともに変化さ
せた。この負荷抵抗は，効率を最大にする負荷の近傍の値で
ある。
充電は立上げモード，CC充電モードの手順で行う。立上げ

モードでは，負荷に流れる電流が8 Aに達するまで送電側の
電源電圧を上げる。この際，電流をモニタして，8 Aとの差分
を検出し，差分が0.05 A以下になるまで送電電圧を調整す
る。立上げモード終了後CC充電モードに移行する。
CC充電モードでは，負荷抵抗が時間により変化する状態

で負荷電流8 Aが注入されるよう送電電圧を制御する。負荷
抵抗が17 Ωになると受電側には1 kWの電力が入力されるこ
とになる。実験では受電側へ1 kW伝送した後，送電電圧を
0 Vにして送電を終了する。
図7に示したDC電源電流I1，送電共振子電流I2，受電共
振子電流I3，及び負荷電流I4を図9に示す。
DC電源の電力P1，送電共振子での有効電力P2，受電共

振子での有効電力P3，及び負荷の電力P4を図10に示す。図
から最大1 kW以上の電力を伝送したことがわかる。このとき
の効率は83.2 %であり，ほぼ目標の効率が得られた。
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図10．DC電源，送受電共振子，及び負荷の電力̶負荷抵抗は充電時
間とともに高くなるように設定して充電池を模擬しているため，CC充電
モードでは充電時間とともに電力も増加する。
Change of power in start-up and constant-current modes
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6　あとがき

EVへの非接触充電を目指して，1 kWワイヤレス電力伝送
システムのプロトタイプを開発した。磁界共振方式によりソレ
ノイド型コイル間距離210 mmの電力伝送実験を行い，受電
電力1 kWを確認するとともに伝送効率83.2 %を達成した。
今後，更に研究開発を進め，EVの非接触充電の実用化に
貢献していく。
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図9．DC電源，送受電共振子，及び負荷の電流値̶立上げモード終了
後，I3とI4が一定の状態で充電される。
Change of current in start-up and constant-current modes

（注2） Bluetooth®ワードマーク及びロゴは，Bluetooth SIG, Inc.の登録
商標。


